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 契約後の技術提案 工事請負契約締結後、
受注者は、設計図書に定める工事の目的物の
機能、性能等を低下させることなく請負代金
額の低減を可能とする工事内容の変更につい
て、発注者に提案することができる。提案が
適正と認められた場合には、設計図書を変更
し、必要があると認められる場合には請負代
金額の変更を行うものとする。詳細は、示方
書等による。
 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により契約する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 ４
に同じ。
 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加
ア ２に掲げる競争参加資格の認定を受け
ていない者も４により申請書及び資料を
提出することができるが、競争に参加する
ためには、開札の時において、当該資格の
認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を
受けていなければならない。
イ ２に掲げる競争参加資格の要件を申請
書等提出時において満たせない者も４に
より申請書及び資料を提出することができ
るが、競争に参加するためには、開札の時
において、当該要件を満たしていなければ
ならない。

 詳細は入札説明書による。
６ 契約に係る情報提供の協力依頼 次のいずれ
にも該当する契約先は、機構から当該契約先へ
の再就職の状況、機構との間の取引等の状況に
ついて情報を公開することとなりましたので、
御理解と御協力をお願いいたします。
なお、詳細については、入札説明書を参照し
て下さい。
 機構において役員を経験した者（役員経験
者）が再就職していること又は課長相当職以
上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）
が役員、顧問等として再就職していること。
 機構との間の取引高が、総売上高又は事業
収入の３分の１以上を占めていること。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshimasa Tadenuma,

Superintendent, Osaka Regional Bureau,

Railway Construction Headquarters, Japan

Railway Construction, Transport and

Technology Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of Komatsukibagata (North)

Land Bridge.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by mail : 4 : 00 p.m. 12 Septem‑

ber 2016 (application forms and relevant do‑

cuments for the qualification brought with :

4 : 00 p.m. 12 September 2016)

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 1 : 00 p.m. 21

October 2016 (tenders brought with : 1 : 00

p.m. 21 October 2016 or tenders submitted

by mail : 1 : 00 p.m. 21 October 2016)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Osaka Regional Bureau,

Railway Construction Headquarters, Japan

Railway Construction, Transport and

Technology Agency, 536 Miyahara 3‑
chome Yodogawa‑ku, Osaka‑shi 5320003
JAPAN Tel 0663946029

入札公告（建設工事）の訂正
次のとおり訂正します。
平成 28 年８月 12 日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 塚原 浩一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
１ 掲載日 平成28年８月１日（号外政府調達第
143号）
２ 訂正内容 70ページ１段目15行目、別表１本
入札手続きに係る期間等入札書の交付期間
「平成28年８月１日から平成28年10月６日まで」
を「平成28年８月１日から平成28年10月12日ま
で」に、70ページ１段目17行目、図面、仕様
書等の交付期間「平成28年８月１日から平成28

年10月６日まで」を「平成28年８月１日から平
成28年10月12日まで」に、70ページ１段目22行
目、申請書等の受付期間「平成28年８月２日
から平成28年９月２日まで」を「平成28年８月
２日から平成28年９月７日まで」に、70ページ
１段目25行目、入札受付期間「平成28年10月
５日から平成28年10月６日まで」を「平成28年
10月11日から平成28年10月12日まで」に、70ペー
ジ１段目28行目、開札日時「平成28年10月11
日10時00分」を「平成28年10月14日10時00分」
に、70ページ１段目29行目、入札保証金の納
付等の受付期間「平成28年９月27日から平成28
年10月６日までの休日を除く毎日、10時から16
時まで〔利付国債の提供の場合は平成28年９月
27日まで〕」を「平成28年９月30日から平成28年
10月12日までの休日を除く毎日、10時から16時
まで〔利付国債の提供の場合は平成28年９月30
日まで〕」に、70ページ２段目１行目、 Ti‑

me‑limit for the submission of application

forms and relevant documents for the qualifi‑

cation by electronic bidding system :「4 : 00
P.M. 2 September 2016」を「4 : 00 P.M. 7 Sep‑
tember 2016」に、70ページ２段目５行目、
The period of time for the submission of

tenders by electronic bidding system :「From
10 : 00 A.M. 5 October 2016 to 12 : 00 (noon) 6

October 2016 (tenders brought with From

10 : 00 A.M. 5 October 2016 to 12 : 00 (noon) 6

October 2016 or tenders submitted by mail

From 10 : 00 A.M. 5 October 2016 to 12 : 00

(noon) 6 October 2016)」を「From 10 : 00

A.M. 11 October 2016 to 12 : 00 (noon) 12 Octo‑

ber 2016 (tenders brought with From 10 : 00

A.M. 11 October 2016 to 12 : 00 (noon) 12 Octo‑

ber 2016 or tenders submitted by mail From

10 : 00 A.M. 11 October 2016 to 12 : 00 (noon)

12 October 2016)」にそれぞれ訂正いたします。

入札公告（建設工事）の訂正

平成 28 年８月 12 日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役
鉄道建設本部大阪支社長 蓼沼 慶正

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 27
〇大支公告第 13 号
１ 掲載日 平成28年７月27日（号外政府調達第
140号）
２ 工事名 北陸新幹線、細坪橋りょう他（電子
入札対象案件）
３ 訂正内容 16ページ３段目 １ 「工期
36箇月間」を「工期 42箇月間」に訂正します。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 28 年８月 12 日

国立大学法人金沢大学長 山崎 光悦
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 17
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 導入計画物品及び数量 放射線治療システ
ム 一式
 調達方法 購入等
 導入予定時期 平成29年度３月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 医療用リニアックシステム
ａ 全身照射が可能であること。
ｂ ＩＭＲＴ（強度変調放射線治療）、Ｉ
ＧＲＴ（画像誘導放射線治療）、ＳＲＴ
（定位放射線治療）、ＳＢＲＴ（体幹部
定位放射線治療）に対応する高精度放射
線治療が可能であること。
ｃ 呼吸同期照射が可能であること。
Ｂ 治療計画システム
ａ 治療計画に適した大口径のＣＴ装置で
あること。
ｂ ＣＴ装置はマルチスライスＣＴである
こと。
ｃ 呼吸同期撮影（４ＤＣＴ）が可能なＣ
Ｔ装置であること。
ｄ ＩＭＲＴに対応する放射線治療計画装
置を有すること

Ｃ 病院情報システム（ＨＩＳ）、放射線治
療情報システム（ＲＩＳ）、画像情報シス
テム（ＰＡＣＳ）と相互連携が可能である
こと。
Ｄ 品質管理システムを有すること。
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